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1――全世代型社会保障とは 

 

首相官邸では、昨年９月以降、少子高齢化とライフスタイルの多様化が進むなかで、誰もが安心で

きる社会保障制度の構築に向けて、全世代型社会保障検討会議が開催されている。社会保障改革とい

えば、これまでは、年金、医療、介護が主要なテーマになってきたが、全世代型社会保障改革におい

ては、人生 100年時代の到来を踏まえて、働き方を含めた改革を行っていくことを目指しており、働

き方と年金制度などとの関わり合いが考慮されながら、社会保障全般にわたる持続可能な改革が検討

されている。昨年 12月に中間的な整理が行われ、このうち、雇用や年金制度に関わる検討成果の一部

については、改正案が国会に提出されている。以下では、近く成立が見込まれる年金制度の改正案に

ついて、私的年金に係る部分を中心に内容を確認する。 

 

2――年金制度改正案の概要 

 

1｜公的年金の主な改正点 

雇用に係る改正法（2020/3/31成立）では、70歳までの就労機会を着実に拡大するためのステップ

として、高年齢者雇用安定法において、定年引上げ、65歳以上の継続雇用制度の導入、定年廃止のい

ずれかを講ずることにより、65 歳から 70 歳までの安定した雇用を確保することを企業の努力義務と

する規定が設けられている。少子高齢化の進展にともない、元気で意欲のある高齢者がその能力を発

揮し、年齢にかかわりなく活躍できる社会を実現する必要性が高まっていることに対応するためであ

る。こうしたなか、年金制度の改正案においても、より多くの人がより長く働くことを前提として、

見直し等の措置が講じられている。 

公的年金においては、高齢者の就労をサポートするとともに、長期化する高齢期の経済基盤の充実

を図るため、短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大、在職中の年金受給の在り方の見直し、受給

開始時期の範囲拡大が図られている。 
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厚生年金の適用拡大では、現行では 501人以上となっている適用対象とすべき事業所の企業規模要

件が、段階的に 51人以上に引き下げられるなど、適用対象の拡大に向けた措置が設けられている。在

職中の年金受給の在り方に関しては、高齢者の就労継続を早期に年金額に反映するため、在職中の老

齢厚生年金受給者（65歳以上）の年金額を毎年定時に改定するほか、60歳から 64歳を対象とした在

職老齢年金制度においても、支給減額とならない範囲の拡大（支給減額が開始される賃金と年金の合

計額の基準の引上げ）を通じて、年金支給の減額を回避する就業調整の抑制が図られている。また、

現在 60 歳から 70歳の間となっている年金の受給開始時期は、60歳から 75 歳の間に拡大され、働き

方などに応じた柔軟な公的年金の受給が可能になる。 

 

2｜私的年金の主な改正点 

私的年金においては、確定拠出年金の加入可能範囲の拡大など、普及拡大に向けた見直しが改正の

主体となっている。ただその中でも、就業期間の長期化への対応も図られている。確定給付企業年金

（ＤＢ）および確定拠出年金（ＤＣ）に係る主な改正点は、以下の通りである（図表１）。 

 

＜確定給付企業年金の改正点＞ 

ⅰ）支給開始範囲の拡大 

ＤＢの支給開始時期は、現行では 60歳から 65歳の間で設定することができるが、高齢者雇用の状

況に応じて、企業がより柔軟に制度運営できるようにするため、支給開始時期を設定できる範囲は 60

歳から 70歳までに拡大される。 

 

ⅱ）制度終了時の個人型ＤＣ（イデコ）への資産移換 

退職などの理由によりＤＢの加入資格を喪失した中途脱退者は、脱退一時金相当額をイデコに移換

することができる。しかし、加入するＤＢ制度が終了した場合には、ＤＢの加入者は制度終了時の残

余財産をイデコに移換することはできない。こうした不公平性を解消するため、ＤＢ制度が終了する

場合であっても、ＤＢの加入者の

申出により、残余財産をイデコに

移換できるように改正される。 

 

＜確定拠出年金の主な改正点＞ 

ⅰ）加入可能年齢の引上げ 

企業の高齢者雇用の状況に応じ

たより柔軟な制度運営を可能とす

るとともに、確定給付企業年金と

の整合性を図ることを目的として、

現行では厚生年金被保険者のうち

65 歳未満に制限されている企業

図表１　私的年金の制度改正（概要）

改正内容　（【】内は施行時期）
確定給付企業年金

支給開始時期
現行では60～65歳までの範囲とされる支給開始
時期を、60～70歳までの範囲に拡大【公布日】

終了制度加入者の
イデコへの資産移換

制度が終了するＤＢ加入者の資産を、イデコに移
換できるように見直し【2022/5】

確定拠出年金

加入可能年齢

企業型ＤＣの加入可能年齢を65歳未満から、厚生
年金被保険者（70歳未満）に拡大【2022/5】
個人型ＤＣの加入可能年齢を60歳未満から、国民
年金被保険者（65歳未満）に拡大【2022/5】

受給開始時期
企業型・個人型ともに、現行の60～70歳の間で選
択できる受給開始時期を、60～75歳に拡大
【2022/4】

企業型ＤＣ加入者の
イデコ加入

企業型ＤＣの規約の定め等がなくても、個人型Ｄ
Ｃに加入できるように見直し【2022/10】

中小企業向け制度の
対象範囲大

簡易型ＤＣ、イデコプラスを実施できる従業員規模
を、現行の100人以下から300人以下に拡大
【公布日から６カ月以内】
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型ＤＣの加入可能年齢は、70歳未満に引き上げられる。 

イデコについても、現行では国民年金被保険者のうち 60 歳未満に制限されている加入可能年齢は

65歳未満に引き上げられ、加入範囲が拡大される。 

 

ⅱ）受給開始時期の拡大 

ＤＣの受給開始時期は、企業型と個人型で違いはなく、現行ではともに 60～70歳の間で受給開始時

期を選択することとされている。しかし上述のとおり、公的年金の受給開始時期が拡大されることか

ら、ＤＣの受給開始の上限年齢も 75歳に引き上げ、受給開始時期の範囲は拡大される。 

 

ⅲ）企業型ＤＣ加入者のイデコへの加入 

現行では、企業型ＤＣ加入者のうちイデコに加入できるのは、イデコへの加入を認める労使合意に

基づく規約の定めがあり、企業型ＤＣの事業主掛金の上限が所定の金額に引き下げられた企業の従業

員に限られている。このため、現状では企業型ＤＣ加入者のイデコへの加入は限られている。こうし

た状況を改善し、企業型ＤＣ加入者のイデコ加入を促すため、改正案では規約の定めや上限額の引下

げがなくでも、所定の拠出限度額から事業主掛金を控除した額の範囲内で、イデコへの掛金拠出がで

きるように緩和される。 

企業型ＤＣのみに加入するケースでは、事業主掛金が月額 5.5万円に設定される企業型ＤＣの拠出

限度額に満たない場合は、「5.5万円と実際の事業主掛金の差額」と２万円のいずれか小さい金額を限

度にイデコへの掛金拠出ができるようになる。なお、ＤＢなど企業型ＤＣ以外の制度にも加入する場

合は、「企業型ＤＣの拠出限度額（月額 2.75万円）と実際の事業主掛金の差額」と 1.2万円のいずれ

か小さい金額がイデコに拠出できる月額の限度となる。 

図表２　企業型DC加入者のイデコ加入に関する改正（イメージ）

5.5 万円 5.5 万円

0 3.5 5.5　 0 3.5 5.5　

出所）厚生労働省の資料をもとに作成。

注）図中の金額は、企業型ＤＣのみに加入する場合。

注）ＤＢなどにも加入する場合は、5.5、3.5、2が、それぞれ2.75、1.55、1.2に置き換わる。

【現　行】 【改正案】

規約の定め等がなくてもイデコに加入可

加
入
者
＋
事
業
主
掛
金

加
入
者
＋
事
業
主
掛
金

3.5 3.5

2.0 2.0

事業主掛金 事業主掛金

規約の定め、拠出限度引下げがあれば、イデコ
に加入可。なければ、加入者全員加入不可。

上限額

引下げ

イデコに加入可能

（掛金限度２万円）

企業型ＤＣ

事業主掛金

２万円

企業型ＤＣ

事業主掛金

イデコに加入可能

（掛金限度２万円）

２万円
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ⅳ）中小企業向け制度の対象範囲の拡大 

企業年金の実施率が低い中小企業向けの取り組みとして、設立手続きを簡素化した「簡易型ＤＣ」

や、イデコに加入する従業員の掛金に事業主が掛金を上乗せできる「中小事業主掛金納付制度（イデ

コプラス）」が、2018 年５月に導入された。しかし、制度を実施できる従業員規模は 100 人以下に制

限されていることから、中小企業による企業年金の実施率は低迷している。このため改正案では、中

小企業向け制度を実施できる従業員規模を 100人以下から 300人以下に拡大し、企業年金の普及拡大

が図られることになっている。 

 

3――人生 100年時代に向けた課題 

 

人生 100年時代の到来を目前に控えるなか、高齢期の経済基盤の拡充は極めて重要な政策課題とな

っている。しかし、現役世代の保険料収入で高齢者の給付を賄う賦課方式の公的年金に、高齢者に必

要な収入を依存することはもはや難しく、自ずと私的年金の重要性は高まっている。その点では、経

済基盤が相対的に脆弱な中小企業で働く従業員を支援することにつながる中小企業向け制度の対象範

囲の拡大は評価される。 

一方で、企業年金の普及拡大には限界があり、個人が直接的に企業年金の実施に関与できないこと

を踏まえると、一人ひとりの個人が老後の生活に備えるための準備を支援する仕組みの構築も欠かせ

ない。このため、私的年金の加入可能年齢や受給開始時期の上限年齢が引き上げられたり、年齢要件

以外の制約を取り除かれたりすることを通じて、自助努力による資産形成を支援するイデコの実質的

な加入範囲が拡大されることの意義も大きい。 

ただし今般の改正によって、ＤＣの加入者数が企業型ＤＣで 700万人、イデコで 150万人と、国民

年金被保険者（約 6,700万人）の１割強に留まる状況が改善し、ＤＣ加入者数が飛躍的に増加するこ

とを期待することは難しい。人生 100年時代に向けては、資産形成をサポートする私的年金の機能強

化だけでなく、高齢者の希望や特性に応じた多様な働き方を許容する環境整備をも進め、就労収入を

含めた高齢者の経済基盤の拡充を総合的に支援していくことが求められる。 
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